年末調整のお知らせ
従業員各位
株式会社レジェンドスタッフ

　年末調整にあたり、下記項目にご記入の上、必要書類を添付し、必ず期限内に担当者まで提出して下さい。提出していただけない場合は、必要に応じ、ご自分で確定申告を行ってください。

提出期限：2018年11月30日（金曜日）：各担当者必着でお願いいたします

氏名：　　　　　　　　　　　　　　

年末調整を　希望する　　希望しない

●提出する書類
・平成31年分扶養控除申告書･･･全員提出
扶養親族がいない方や、年末調整の対象とならない方も、全員提出が必要な書類です。
※ご提出がない場合、平成31年分給与の所得税は、税率の高い所得税（乙欄の料率）にて控除することとなります。
※同時に2社以上でご就業中の方は、主たる給与となる一方の会社にしか提出できません。（レジェンドスタッフが主な給与収入となる場合のみご提出ください。）

・平成30年分保険料控除申告書と各種控除証明書･･･年末調整を希望する方は提出
（各種控除証明書は原本の提出が必要です。※コピー不可）
・生命保険料控除証明書
・地震保険料控除証明書
・国民年金保険控除証明書または領収書：(銀行ＡＴＭ・ペイジーのご利用明細では申告することができません。無い場合は市役所で受け取って下さい。)
・住宅控除書類･･･住宅取得者特別控除申告書／借入金年末調整残高証明書
・前職分の源泉徴収票･･･平成30年中、レジェンドスタッフ以外のご就業がある場合はその全ての源泉徴収票が必要です。（すべての源泉徴収票が揃わない場合や、【乙欄】に印がある源泉徴収票は年末調整対象外です。ご自身で確定申告をお願いします。）
※国民健康保険の証明書類は不要です。
※申告するものが無い場合も、氏名・住所のみ記入してご提出ください。

・平成30年分配偶者控除申告書･･･配偶者のある方で対象者は全員提出
対象者については＜記入要領＞を確認してください。
※ご提出がない場合、配偶者特別控除が受けられません。

●ご注意
提出期限を過ぎて届いた書類や提出書類に不備がある場合、提出書類は、後日すべて返却させていただきます。当社で年末調整をおこなうことはできませんので、ご自身で確定申告をお願いいたします。



●年末調整の対象とならない方
・ 当社で平成30年12月末日にご就業のない方（平成31年1月に当社からの給与支給がない方）
・ 平成30年12月中に当社以外の給与支給がある方（2ヶ所から給与支給を受ける方）
・ 平成30年分扶養控除申告書と平成31年分扶養控除申告書を当社へ提出していない方
・ 平成30年中に当社以外の給与所得があり、その会社の『平成30年分給与所得者の源泉徴収票』を提出期限までに提出することができない方（ただし、乙欄に印がある源泉徴収票は年末調整対象外です。ご自身で確定申告をお願いします。）
・住宅ローン控除を受ける最初の年度の方

●年末調整後の源泉徴収票について
源泉徴収票は平成31年1月度給与明細と一緒にお渡しいたします。
また、源泉徴収票と同一内容の給与支払報告書を源泉徴収票に記載された住所地の市区町村宛に提出いたします。これに基づき市区町村から住民税の納付書が送られてきますので、6月度給与より住民税を差し引いて支給します。

●年末調整の還付金・不足金について
還付金・不足金につきましては、12月ご就業分の給与（平成30年1月度お振込み分）と合算した金額でお振込みさせていただきます。

＜記入要領＞
1「平成31年分給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」
「平成31年（2019年）中の所得の見積額」には今年（平成30年1月から12月まで）に支給される給与）の見込み額から65万円を引いた額を記入して下さい
収入のない場合も「0」と記入して下さい"
例1 ：収入96万円の場合、96万円－65万円＝31万円
例2 ：収入50万円の場合、50万円－65万円＝マイナスになる場合は0円
記入の際、以下のことに注意してください。
※扶養者の収入が給与だけの場合、給与収入が103万円超の配偶者・親族は記入できません。
※扶養者収入が公的年金だけの場合、65歳未満で年金額が．108万円超の配偶者・親族、65歳以上で年金額が158万円超の配偶者・親族は記入できません。
※障害基礎年金、老齢福祉年金、遺族基礎年金は非課税のため、収入には含みません。




2「平成30年分給与所得者の配偶者控除等申告書」該当者のみ提出
1 配偶者の収入が給与だけの場合、給与収入が103万円超201万5999円以下の場合に配偶者特別控除を申請することができます→103万円以下の配偶者は平成30年分給与所得者の扶養控除申告書で申請して下さい。
2 配偶者の収入が公的年金だけの場合、65歳未満で年金額が108万超163万3334円以下の場合、65歳以上で年金額が158万円超205万円以下の場合に配偶者特別控除を申請することができます。→それぞれの収入が基準未満の場合は平成30年分給与所得者の扶養控除申告書で申請して下さい。
以上、①または②に該当する場合は配偶者特別控除欄の全項目に記入してください。

3「平成30年分給与所得者の保険料控除申告書」該当者のみ提出
平成30年中（1月から12月まで）に支払った又は支払う予定の生命保険料・地震保険料等の金額により所得控除を受ける為の申告書ですので、必ず保険会社の控除証明書が必要です。
また、自分で社会保険料を納めた方は、社会保険料控除欄へその金額を記入してください。控除証明書は不要です。
ただし、国民年金保険料と国民年金基金の掛金の記入をする場合は必ず控除証明書もしくは領収証書を添付してください。
なお、社会保険料も平成30年1月から12月までに納めた又は納める予定のものが対象となります。
4「住宅取得等特別控除申告書」該当者のみ提出
こちらの申告書は、該当者のみ提出いただきます。事前に税務署より送られてきた申告書に下記の両方の証明書を添付し、必ず必要事項を記入の上、提出してください。
1 年末調整の為の住宅取得控除証明書（住所地税務署が発行したもの）
2 　住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書（借入等を行った金融機関等が発行したもの）

以上の記入要領で不明な部分は各申告書裏面の注意書きを確認して記入をお願いします。

[bookmark: _GoBack]また、各申告書についてはレジェンドスタッフのホームページ（URLはlegend-staff.com）の「レジェンドスタッフからのお知らせ」にある「2018年度年末調整のお知らせ」からダウンロードできます。紛失・書き損じの場合にご活用下さい。


